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平成28年度 決算をお知らせします
　平成28年度の一般会計決算は、歳入150億1,569万円、歳出142億1,745万円、差引7億9,824万円で、
翌年度への繰越事業に伴う繰越財源2億116万円を差し引いた実質収支額は、5億9,708万円の黒字と
なりました。

総務費

○県・市まちづくり連携協定基本構想作成にかかる経費 400万円
　御所中心市街地地区まちづくり基本構想を策定し、県とまちづくりに関する基本
協定を締結しました。
○地方創生のための写真展開催事業 1,616万円
　御所市出身の写真家  六田知弘氏の写真展を開催しました。
◯市民まちおこし事業 200万円
　御所市みんなの夢事業で採択された「流しそうめんで世界最長記録に挑戦」の　
主催者T

つ な

UNA-G
ご ー ぜ

OSE実行委員会に対して補助金を交付しました。
民生費 ◯臨時福祉給付金事業 2,974万円

衛生費
○やまと広域環境衛生事務組合建設負担金 8億86万円
　平成29年度から操業の新ごみ処理施設「やまとクリーンパーク」の建設経費を
負担しました。

農林業費
○Go-Say ラグビーマルシェ事業 400万円
　新地商店街で、ラグビーイベントおよび地元食材や工芸品の物販を行いました。

商工費

○葛城地域シネマプロジェクト推進事業 1,000万円
　葛城地域を舞台にした映画「天使のいる図書館」の制作経費を負担しました。
○大和葛城山活性化事業 846万円
　大和葛城山のツツジ園の剪定や婚活イベント等を実施しました。

土木費

○総合治水対策事業 3,210万円
　浸水被害を防止する、ため池の測量設計や治水工事等を行いました。
○定住促進事業 650万円
　市内の住宅を取得した若年世帯に対して補助金を交付しました。

消防費
○太陽光発電等設置にかかる経費 2,733万円
　災害等非常時の電力確保のため市庁舎に太陽光発電装置と蓄電池を設置しました。

教育費
○小・中学校施設大規模改造事業 551万円
　葛小中学校・大正中学校の体育館の整備にかかる設計を行いました。

平成 28 年度に実施した主な事業（一般会計）

一般会計決算
歳　入 歳　出 翌年度に

繰り越すべき財源 実質収支額

150億1,569万円 − 142億1,745万円 − 2億116万円 ＝ 5億9,708万円

　みなさんに納めていただいた税金は28億5,875万円で、固定資産税と軽自動車税については増加し
ましたが、市民税、たばこ税等が減少し、市税全体としては前年度と比較して555万円減少しました。
また国から交付される地方交付税は前年度より2億6,944万円減少し、地方消費税交付金についても、
消費の落ち込み等の影響で前年度より6,224万円減少しています。
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一般会計決算　歳出総額 142億1,745万円 ◎歳出
　　　…市が使ったお金（支出）

■民生費…高齢者、障害者、児童な
どの医療・福祉などに使ったお金

■衛生費…保健衛生、健康管理、ゴ
ミ処理などの生活環境に使ったお金

■総務費…市役所の管理運営、課税
徴収、住民窓口、選挙、統計など
の事務に使ったお金

■公債費…市債（借金）を返済する
ために支払ったお金

■土木費…道路、公園、市営住宅な
どの整備や事務に使ったお金

■教育費…小・中学校、幼稚園、社
会教育、文化施設などに使ったお金

■消防費…消防・防災活動に使った
お金

◎歳入
　　　…市に入ったお金（収入）
■市税…市に納めていただいた税金
■地方交付税…国が徴収した税金
（所得税など）の中から市の財政
状況に応じて交付されたお金

■国庫支出金・県支出金…市が行っ
た特定の事業に対して国や県から
受けたお金

■市債…大きな事業を行うときに、
国、県および金融機関などから借
り入れたお金

一般会計決算　歳入総額 150億1,569万円

歳　入
150億
1,569 万円

市税
28 億 5,875 万円

地方交付税
51 億 4,934 万円

国庫支出金
20 億 6,976 万円

使用料・手数料ほか
22 億 2,722 万円

市債
14 億 1,550 万円

県支出金
7 億 526万円

その他
5 億 8,986 万円

自主財源
33.9％

依存財源
66.1％

19.1％

　14.8％

34.3％13.8％

　4.7％

　9.4％

　3.9％

民生費
47 億 6,199 万円

公債費
18 億 9,484 万円

その他
4 億 3,356 万円

土木費
11 億 3,301 万円

消防費
5 億 813万円

教育費
9 億 7,509 万円

衛生費
23 億 9,792 万円

総務費
21 億 1,291 万円

歳　出
142億
1,745 万円

　33.5％

　16.9％　14.9％

　13.3％

　8.0％

　6.8％

　3.6％ 　3.0％

☆自主財源
　…市が自主的に収入できたお金
☆依存財源
　…国や県の基準に基づいて交付
　されたり、割り当てられたお金

平成 28 年度「一般会計決算」の内訳をお知らせします。

平成 28 年度決算

■問い合わせ　行革財政課 ☎62-3001（内線232）
U http://www.city.gose.nara.jp/0000001260.html
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  各種指標から見る 　財政の健全度
　平成28年度の一般会計の実質収支は黒字となっていますが、果たして健全な
財政運営ができているでしょうか？いろいろな指標を使って見てみましょう。

健
全
化
判
断
比
率

項目 用語説明 平成28年度
（御所市） 早期健全化基準(※）

実質赤字比率 一般会計を中心とした赤字の割合 − 13.88%
連結実質赤字比率 すべての会計の赤字の割合 − 18.88%
実質公債費比率 年間の借金返済額の割合 14.0% 25.0%
将来負担比率 将来に負担が見込まれる負債の割合 125.9% 350.0%

※「早期健全化基準」とは、いわゆる
イエローカードのことで、この基準
を超えると「財政健全化計画」を策
定し、財政の健全化に取り組まなけ
ればなりません。

「健全化判断比率」は早期健全化基準以下となっています。

◉ 経常収支比率は 104.0％◉
　経常収支比率とは、経常的な収入で経常的な支出をまかなえているかを判断するための指標です。
100%を超えると臨時的収入（特別交付税等）を経常的な支出に充てたり、基金（貯金）の取り崩し
が必要な状況となります。平成28年度決算の経常収支比率は、前年度の99.6%から4.4ポイント悪化し、
104.0%となりました。

市債残高の状況
　市債残高については、平成25年度において土地開
発公社解散に伴う負債の整理のために第三セクター
等改革推進債(21億8,000万円）を発行したため一時
的に増加しましたが、その後は、新規発行の抑制や
繰上償還の実施により減少傾向にあります。
平成28年度は新たに14億1,550万円を発行し、16
億9,985万円を償還したため、残高は179億25万円
となりました。

　御所市の税には、市民税・固定資産税・軽自動車税・
市たばこ税・都市計画税があります。平成28年度に
おいては、固定資産税と軽自動車税は増加しました
が、人口減少等により市民税が減少しました。また、
市たばこ税や都市計画税も減少し、昨年度と比較す
ると555万円の減収となりました。

市税の状況

《一般会計》
 市税・市債残高・基金残高から見る 

財政状況

　市の貯金である基金は、平成28年度末残高は33億
7,179万円となりました。

基金残高の状況

平成 28 年度決算
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■問い合わせ　行革財政課 ☎62-3001（内線232）
U http://www.city.gose.nara.jp/0000001260.html

会　計　名 歳　　入
A

歳　　出
B

差　　引
C = A−B

繰越額
D

実質収支額
E = C−D

一　般　会　計 150億1,569万円 142億1,745万円 7億9,824万円 2億116万円 5億9,708万円

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国 民 健 康
保 険 事 業 41億8,924万円 47億1,986万円 △5億3,062万円 0円 △5億3,062万円

学 校 給 食 費 7,597万円 7,617万円 △20万円 0円 △20万円

国 民 宿 舎
葛 城 高 原 ロ ッ ジ 9,805万円 9,740万円 65万円 0円 65万円

下 水 道 事 業 8億8,989万円 8億8,941万円 48万円 48万円 0円

介 護 保 険 事 業 32億9,994万円 32億5,950万円 4,044万円 0円 4,044万円

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 事 業 3億8,732万円 3億8,687万円 45万円 0円 45万円

企
業
会
計

会　計　名 収　　入
A

支　　出
B

当年度純利益
C = A−B

前年度繰越利益剰余金  
D

当年度未処分利益剰余金  
E （※）= C＋D

水道事業会計
（収益的収支） 9億4,124万円 8億3,463万円 1億661万円 14億6,729万円 15億7,390万円

■特別会計・企業会計■
特定の事業を行い、一般会計とは別に会計を行うのが特別会計です。
また、企業会計とは経済活動を一定の方式によって行う会計で、御所市では水道事業会計がこれにあたります。

会計別決算額 〔△はマイナスを表します。〕

※当年度未処分利益剰余金(E)は、平成26年度の会計制度改正に伴い増加傾向にありますが、これは現金資産残高を示す
ものではありません。
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ま
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と
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じ
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す
る
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源
が
少
な
く
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国
、
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ら
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付
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等
に
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も
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で
あ
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と
が
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り
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す
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ま
た
、
そ
の
交
付
金
も
消
費
の
落
ち
込
み
を
反
映
し
、

大
き
く
減
少
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、

義
務
的
に
か
か
る
経
費
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
、「
主
な

事
業
」（
6
ペ
ー
ジ
）
を
推
進
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　
さ
て
、
私
は
か
ね
て
よ
り
①
火
葬
場
の
整
備
、
②
近

鉄
御
所
駅
周
辺
の
整
備
と
に
ぎ
わ
い
づ
く
り
、
③
子

育
て
施
設
の
建
設
、
④
庁
舎
と
市
民
ホ
ー
ル
の
整
備
、

⑤
新
し
い
学
校
づ
く
り
、
こ
の
５
つ
の
重
点
事
業
を
提

案
し
て
ま
い
り
ま
し
た
が
、
今
後
、
こ
れ
ら
を
進
め
る

に
あ
た
っ
て
は
、
総
事
業
費
と
し
て
約
１
７
０
億
円
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
先
の
9
月
議
会
で
承
認
い
た
だ
い
た
過
疎
地
域
自
立

促
進
計
画
に
の
っ
と
っ
て
財
政
上
有
利
な
過
疎
債
を
活

用
し
、
支
出
が
ピ
ー
ク
と
な
る
時
期
を
考
え
な
が
ら
、

事
業
実
施
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
し
、
議
会
に
諮は

か

っ

た
う
え
で
予
算
化
し
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
い
ま

す
。
こ
の
５
つ
の
重
点
事
業
を
着
実
に
進
め
て
い
く
こ

と
で
、
市
民
の
み
な
さ
ん
に
御
所
市
の
将
来
像
を
示
し

て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

平成 28 年度決算

ー平成28年度決算ー

市長から
　市民のみなさまへ


